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小特集「原子力の比較史」によせて
　
小 堀 　　聡
　今回の小特集「原子力の比較史」は、2011年 9 月に河﨑信樹（本学部教授）
の呼びかけによって発足した国際資源問題研究会が企画したものである。河﨑
がこの研究会を呼びかけたのは、同年 3月11日に発生した福島第一原子力発電
所事故とその後の資源・エネルギー政策の混迷とを目の当たりにして、原子力
を中心とする資源問題を比較経済史・産業史の視点から分析することの必要性
を痛感したからであった。参加者は河﨑のほか、奥和義（関西大学）、小堀聡
（名古屋大学）、菅原歩（東北大学）、中屋宏隆（愛知県立大学）の計 5名で、11
年 9 月以降、概ね半年に 1回を目安として、様々な一次資料・研究書の検討や
参加者による研究報告を中心に活動を続けてきた。研究会の開催は本年 2月で
11回目を数える。
　むろん、原子力史については、外交史、科学史、社会史などの分野を中心に
研究が進んでいるほか、ノンフィクションでも優れた作品が数多く生み出され
ており、私たちもこれらから多くの示唆を得ている。だが、これら分野に比べ
ると、経済史や産業史に関する研究はまだ十分ではなく、ましてや国際比較を
行なった研究となるとさらに少ない。
　一例を挙げよう。日本と（西）ドイツの両国は、原子力後発国として1970～
80年代に原子力産業が急成長した点で共通していながらも、近年の脱原発をめ
ぐる動向では大きな差異を有している。そして、この差異については、住民運
動の存在感や緑の党の有無といった社会学的視点から説明されることが多く、
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むろんこれらも見逃せない点ではある。だが、企業、財界、経済官庁など原子
力発電を導入した側がどのような認識や利害によってそれを推進したのか、ま
たそれがどのような帰結を生んだのかもまた、歴史的に明らかにされるべきで
あろう。実際、ドイツの先進的な環境政策の一つとして知られる容器包装廃棄
物政策については、それが単に環境運動の圧力によって実現されたのではなく、
欧州単一市場の形成や東西ドイツの統一など政治経済環境が激変するなかで、
西ドイツの保守勢力や経済界が廃棄物ビジネスの将来性について期待を示して
いたことが、導入の要因として明らかにされている。また、こうして導入され
たことが政策内容の限界に結び付いたとも指摘されている（喜多川進『環境政
策史論―ドイツ容器包装廃棄物政策の展開』勁草書房、2015年）。原子力につ
いて同様の視点から考察を進めることは、資源・エネルギー政策のこれからを
模索する上で重要ではないか。
　国際資源問題研究会では、2015～17年度（予定）の間は、科学研究費補助金
（基盤研究C）を得て、「アメリカの原子力覇権に対する日・西独の依存と自立
化」をテーマとして研究を進めてきた。ここでの「原子力覇権」とは、ウラン
資源、濃縮技術、軽水炉技術にまたがって、米国の国際市場支配が確立したこ
とを指す。1960年代前半、米国の政府・重電機産業はターンキー方式による軽
水炉輸出を本格化させるとともに、濃縮ウランの低廉化と安定供給とを見通す
ことに成功した。また、米国は天然ウランの自給も達成し、その輸入を停止す
るまでに至る（1964年）。米国の原子力覇権確立にあわせて、50年代には国産天
然ウラン重水炉の開発も志向していた日・西独はいずれも濃縮ウラン軽水炉の
米国からの導入による原子力発電の実用化を決定し、70年代にはその運転開始
が相次ぐ。
　だが、日・西独両国では米国の覇権への依存とともに、軽水炉・濃縮技術を
中心として覇権からの自立化も同時に模索されていた。まず西ドイツでは、ジ
ーメンス・AEGが政府の支援を受けてKWUを設立（1969年）し、軽水炉の国
産化を進める一方、濃縮については西欧諸国と共同で対米依存から脱する方針
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がとられた（イギリス・オランダとともに71年にUrenco設立）。そして石油危
機以降、何れも成功をみる。これに対して日本では、「 1 号機輸入、 2 号機国
産」の政策方針による軽水炉の国産化に加えて、低濃縮技術の国産化が、科学
技術庁や一部財界人から唱えられた。これらのうち軽水炉の国産化は石油危機
以降一応軌道に乗るが、低濃縮については混迷を極める。
　以上から窺えるのは、石油危機以降に急成長した日・独原子力産業における
共通性（軽水炉市場での台頭）と相違性（濃縮分野自立化の混迷もしくは成功）
とが、1960年代後半に両国が米国の原子力覇権に対抗するなかで準備された、
ということである。そこで本研究では、日・西独両国において米国への依存と
自立化とがそれぞれどう展開したか、さらには日・西独両国の行動に米国はど
う対応したのかを具体的に明らかにすることを目指している。むろん、この依
存と自立化との時期における行動が、今日の日独両国の差異やさらには米国原
子炉メーカーの衰退に直結するわけではないが、それへの過程を考察する上で
見逃せないことであるのは確かであろう。
　以下、本小特集に収録した論文は、この研究テーマの一環として提出された
成果の一部である。まず、中屋宏隆「1960年代の西ドイツ経済とエネルギー問
題」は、1960年代の西ドイツ経済を概観した上で、当時生じていたエネルギー
問題を把握し、そのなかで原子力がどう位置付けられるのかを分析したもので
ある。1960年代における西ドイツのエネルギー需給構造の特徴は、全体として
石炭から石油へのエネルギー転換が進むとともに、火力発電分野では石炭需要
が維持されていたことにある。だが、西ドイツ政府は60年代には既にその後の
原子力発電の拡大と濃縮ウランの不足とを予想し、他国との共同での濃縮ウラ
ンの調達を模索していた。中屋はこれを「将来を見据えた経済政策立案の姿勢」
と結論付け、この姿勢は今日でもドイツ経済に受け継がれていると述べる。
　ついで、河﨑信樹「J・カーター（Jimmy Carter）政権初期における原子力
発電所新設をめぐる諸問題―シーブルック原子力発電所の建設をめぐって」は、
外交政策として核不拡散を重視していたカーター政権（1977～80）が、アメリ
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カ国内の原子力発電所の新規建設にはどう対応したのかを検討する第一歩とし
て、シーブルック原子力発電所が建設許可される過程を分析している。同発電
所の建設許可をめぐっては、環境保護政策とエネルギー政策とのどちらを重視
すべきかをめぐって、建設推進・反対の両派が激しく争っていた。これに対し
て、カーター政権は両派から距離を置く姿勢に終始し、問題を法的・技術的な
問題に矮小化することによって、結果として建設への扉を開いたのである。
　むろん、今回掲載した論稿はいずれも「原子力の比較史」を体系的に論じた
ものではなく、その一里塚にすぎない。だが、国際資源問題研究会は今後も活
動を継続することを通じて、さらに本格的な比較史の構築を目指す所存である。
読者の方々からのご意見・ご批判をお願いしたい。
